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   北谷町地域公共交通活性化協議会規約の一部改正について 

 
   北谷町地域公共交通活性化協議会規約の一部を次のように改正する。 

 
 第２条中「字桑江２２６番地」を「桑江一丁目１番１号」に改める。 

 
   附 則 
 この規約は、令和  年  月  日から施行する。 
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資料４－１ 
 
様式第１－１（日本産業規格Ａ列４番） 

北地５番   号 

令和５年 月 日 

 

 

国土交通大臣 殿 

 

 

                                       氏名又は名称 北谷町地域公共交通活性化協議会  

                                        住 所 北谷町桑江一丁目１番１号 

                                      代 表 者 会長 仲松 明 

 

 

 

地域公共交通計画認定申請書 

 

 

 

 地域公共交通計画のうち、地域公共交通確保維持事業に係る計画を別紙のとおり定

めたので、関係書類を添えて申請します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本申請書に、記載すべき事項を全て記した地域公共交通計画を添付すること。 
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資料４－２ 
別 紙 

令和５年５月 日 

 

          （名称）北谷町公共交通活性化協議会          
  

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

 

北谷町は、沖縄本島中部の西側に位置し、県都那覇市から約16㎞の距離にあり、北は嘉

手納町、東は沖縄市と北中城村、南は宜野湾市に隣接し、西側は全面が東シナ海に面して

いる。東西約4.3㎞、南北約6.0㎞のほぼ長方形をなし、面積は13.91 で、そのうち約

53.3％は駐留軍用地となっている。町の西部にあたる海浜部は平坦な低地で、中央部から

東部にかけての内陸部は全体的に緩やかな丘陵地となっている。 

 バス路線については、国道58号を運行し、那覇市、名護市、読谷村など周辺市町村との

移動を可能とする、名護西空港線を軸としている。バス停は町内全域に点在しているもの

のバス停から離れた地区や丘陵地である内陸部に住む高齢者等はバス停までアクセスに不

便を感じている。コミュニティバスはこの幹線交通に通じる支線の役割を果たしており、

公共交通空白不便地域の改善、解消を目的としている。また、大規模商店や役場等の日常

生活機能を担う施設への移動手段として、車を運転できない高齢者等を中心に、生活に必

要不可欠な交通として機能している。 

 しかしながら、公共交通空白地域等の解消と公共交通体系の維持・確保のため、町の財

政負担だけでは、コミュニティバスの維持が難しく、地域公共交通確保維持事業の活用に

より、生活交通手段を確保・維持する必要がある。 

 

（北谷町地域公共交通計画 Ｐ７１） 

２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果 

（１）事業の目標 

 

・北谷町コミュニティバス 1日平均利用者数を令和９年度までに８０人/日 

・北谷町コミュニティバス収支率を令和９年度までに２０％以上 

・北谷町コミュニティバス認知度を令和９年度までに７５％ 

・北谷町コミュニティバス利用者満足度を令和９年度までに８０％ 

 

（北谷町地域公共交通計画 Ｐ８６参照） 

（２）事業の効果 

 

北谷町コミュニティバスを維持することにより、広域・幹線公共交通を補完し公共交通

空白地域の解消を図りつつ、町内のアクセスを担うことで、健康増進及び生きがいづく

りに不可欠な生活交通手段の確保・維持につながる。 

 

（北谷町地域公共交通計画 Ｐ６６参照） 

３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体 

 

・北谷町コミュニティバスの再編（北谷町） 

・バス利用における環境整備（北谷町、路線バス事業者） 

・運行情報提供の充実（北谷町） 

・新たな需要創出に向けた公共交通の利用啓発に関する取組の実施（北谷町） 

 

（北谷町地域公共交通計画 Ｐ７５参照） 
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資料４－２ 
別 紙 

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び 

運送予定者 
 

表１を添付。 

 

５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 

 

 地域公共交通確保維持事業によって運行の維持を図る北谷町コミュニティバス（Ｃ-ＢＵ

Ｓ）について、その運行に係る費用総額 19,032,360 円のうち、北谷町から北谷町公共交通

活性化協議会への補助金については、運行収入および国庫補助金を運行経費から差し引い

た差額分を負担することとしている。 

 

６．２．の目標・効果の評価手法及び測定方法 

 

・利用者数や収支について、数値指標によるモニタリング・評価を実施。 

・町民アンケート調査（郵送配布、郵送回収） 

・北谷町コミュニティバス登録者アンケート調査（郵送配布、郵送回収） 

 

（北谷町地域公共交通計画 Ｐ８８参照） 

７．別表１の補助対象事業の基準ホただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの

運行回数が３回以上で足りると認めた系統の概要 

【地域間幹線系統のみ】 

 

該当なし 

 

８．別表１の補助対象事業の基準ニに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村

に準ずる生活基盤が整備されている」と認めた市町村の一覧 

【地域間幹線系統のみ】 

 

該当なし 

 

９．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期 

及びその他特記事項 

【地域間幹線系統のみ】 

 

該当なし 
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資料４－２ 
別 紙 

10．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要 

【地域内フィーダー系統のみ】 

 

表５を添付 

 

11．車両の取得に係る目的・必要性 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

 

該当なし 

 

12．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

 

該当なし 

 

（２）事業の効果 

 

 該当なし 

 

13 車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体、要する費

用の総額、負担者とその負担額【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式

車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 

該当なし 

 

14．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における

収支の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用

した利用促進策） 

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 

該当なし 

 

15．貨客混載の導入に係る目的・必要性 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 

 該当なし 

 

16．貨客混載の導入に係る定量的な目標・効果 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

 

該当なし 
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資料４－２ 
別 紙 

（２）事業の効果 

 

 該当なし 

 

 

17．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担

額【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 

 該当なし 

 

18．協議会の開催状況と主な議論 

 

北谷町地域公共交通活性化協議会の開催概要 

 開催日時 主な議題 

第１回 

活性化協議会 

令和４年 11 月 11 日（金） 

10 時 00 分～ 

・地域公共交通の現状の把握及

び整理について 

・北谷町地域公共交通計画の策

定のスケジュールについて 

・北谷町地域公共交通計画に係

る町民等意向の把握調査につい

て 

第２回 

活性化協議会 

令和５年１月 12日（木） 

14 時 00 分～ 

・北谷町地域公共交通計画（素

案）について 

第３回 

活性化協議会 

令和５年 3月 14 日（火） 

10 時 00 分～ 

・北谷町地域公共交通計画（案） 

・パブリックコメントの結果報

告について 

第４回 

活性化協議会 

令和５年 5月 30 日（火） ・地域公共交通確保維持改善事

業の活用について 

・令和５年度コミュニティバス

北谷町運行計画の一部変更につ

いて 

 

 

（北谷町地域公共交通計画 Ｐ８９参照） 
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資料４－２ 
別 紙 

19．利用者等の意見の反映状況 

 

平成 26年 9 月 町民アンケート調査、観光客アンケート調査、町内団体ヒアリング調査、

各関係機関へのアンケート調査を実施。コミュニティバス導入の基礎資料として活用。 

 

平成 28年 1 月 観光客ヒアリング調査、宿泊施設アンケート調査、団体ヒアリング調査を

実施。コミュニティバス運行実施計画の決定および実証運行準備に活用。 

 

平成 29 年 10 月 利用者アンケート調査、町民アンケート調査、観光客アンケート調査を

実施。運行ルート・バス停の設置場所見直に活用。 

 

平成 30年 9 月 利用者アンケートを実施。評価基準の可否と運行により期待される波及効

果が発揮できているかどうか効果検証を行い、引き続き実証運行を継続。 

 

令和元年 11 月 町民アンケート調査、利用者アンケート調査、運行事業者、関係団体アン

ケート調査を実施。北谷町コミュニティバスの利用状況や、交通ニーズ等を把握し、北谷町

地域公共交通網形成計画（案）の策定および地域に適した新たな公共交通システムの検討

に活用。 

 

令和 2年 11 月 調査員がバスへ乗車し利用者にヒアリングしアンケート調査を実施。コミ

ュニティバスの満足度等を調査し事業評価へ活用 

 

令和 3年 11 月 利用者アンケート調査を実施。運行サービスの満足度、期待される波及効

果などを把握した。 

 

令和 4年 2 月 事業者へヒアリングを実施。デマンド型運行に対する評価を把握した。 

 

令和 4年 11 月 町民アンケート調査、民生委員・児童委員アンケート調査、高校生アンケ

ート調査、交通事業者・関係団体等アンケート調査を実施。公共交通の問題点・課題を整理

し北谷町地域公共交通計画の策定に活用。 

 

 

【本計画に関する担当者・連絡先】 

（住 所）沖縄県中頭郡北谷町桑江一丁目 1番 1号              

（所 属）北谷町総務部企画財政課企画調整係               

（氏 名）比嘉 洸              

（電 話）098-936-1234                

（e-mail）higa.kou@chatan.jp                
 

注意： 本様式はあくまで参考であり、補助要綱の要件を満たすものであれば、この様式によら

なくても差し支えありません。 

実際の計画作成に当たっては補助要綱等を踏まえて作成をお願いいたします。 

    各記載項目について、地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実

施計画を作成している場合には、当該計画から該当部分を転記したり、別添○○計画△節

のとおり、等として引用したりすることも可能です。（ただし、上記２．・３．については、

地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実施計画に定める目標、当

該目標を達成するために行う事業及びその実施主体に関する事項との整合性を図るように

して下さい。また、地域公共交通計画全体として、協議会における協議が整った上で提出

される必要があります）。 

※該当のない項目は削除せず、「該当なし」と記載して下さい。 
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資
料
４
－
３

表
１
　
地
域
公
共
交
通
確
保
維
持
事
業
に
よ
り
運
行
を
確
保
・維
持
す
る
運
行
系
統
の
概
要
及
び
運
送
予
定
者
（地
域
内
フ
ィ
ー
ダ
ー
系
統
）

　
　
　
　
年
度

起
点

経
由
地

終
点

運
行
態
様
の

別

基
準
ハ
で
該

当
す
る
要
件

（
別
表
７
・
９
）

補
助
対
象
地
域
間
幹

線
系
統
等
と
接
続
の

確
保

基
準
ホ
で
該

当
す
る
要
件

（
別
表
７
の
み
）

（
注
）

１
．
乗
用
タ
ク
シ
ー
に
よ
る
運
行
の
場
合
は
、
「
運
行
系
統
名
等
」に
運
賃
低
廉
化
を
行
う
運
行
サ
ー
ビ
ス
の
名
称
を
記
載
す
る
こ
と
。

２
．
区
域
運
行
又
は
乗
用
タ
ク
シ
ー
に
よ
る
運
行
の
場
合
は
、
運
行
系
統
の
「
経
由
地
」に
営
業
区
域
又
は
運
賃
低
廉
化
対
象
地
域
を
記
載
す
る
こ
と
と
し
、
「
起
点
」
、
「
終
点
」
及
び
「
系
統
キ
ロ
程
」に
つ
い
て
記
載
を
要
し
な
い
。

３
．
「
系
統
キ
ロ
程
」に
つ
い
て
は
、
小
数
点
第
１
位
（
第
２
位
以
下
切
り
捨
て
）
ま
で
記
載
す
る
こ
と
。
な
お
、
循
環
系
統
の
場
合
に
は
、
往
又
は
復
の
ど
ち
ら
か
の
欄
に
キ
ロ
程
を
記
載
し
、
も
う
片
方
の
欄
に
「
循
環
」
と
記
載
す
る
こ
と
。

４
．
「
利
便
増
進
特
例
措
置
」
及
び
「
運
送
継
続
特
例
措
置
」
に
つ
い
て
は
、
利
便
増
進
計
画
又
は
運
送
継
続
計
画
の
認
定
を
受
け
、
地
域
内
フ
ィ
ー
ダ
ー
系
統
に
係
る
特
例
措
置
の
適
用
（
別
表
９
又
は
別
表
１
０
）を
受
け
て
補
助
対
象
と
な
る
場
合
の
み
「
○
」
を
記
載
す
る
こ
と
。

５
．
「
運
行
態
様
の
別
」に
つ
い
て
は
、
路
線
定
期
運
行
、
路
線
不
定
期
運
行
、
区
域
運
行
、
乗
用
タ
ク
シ
ー
に
よ
る
運
行
の
別
を
記
載
す
る
こ
と
。

６
．
「
補
助
対
象
地
域
間
幹
線
系
統
等
と
接
続
の
確
保
」
に
つ
い
て
は
、
地
域
内
フ
ィ
ー
ダ
ー
系
統
が
接
続
す
る
補
助
対
象
地
域
間
幹
線
系
統
又
は
地
域
間
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
と
ど
の
よ
う
に
接
続
を
確
保
す
る
か
に
つ
い
て
記
載
す
る
こ
と
。

７
．
乗
用
タ
ク
シ
ー
に
よ
る
運
行
の
場
合
は
、
「
運
行
系
統
名
」
「
利
便
増
進
特
例
措
置
」に
つ
い
て
記
載
を
要
し
な
い
。

８
．
本
表
に
記
載
す
る
運
行
予
定
系
統
を
示
し
た
地
図
及
び
運
行
ダ
イ
ヤ
を
添
付
す
る
こ
と
。
乗
用
タ
ク
シ
ー
に
よ
る
運
行
の
場
合
は
、
営
業
区
域
を
示
し
た
地
図
を
添
付
す
る
こ
と
。

回
日 日

回

日
回

往
　
　
　
ｋ
ｍ

復
　
　
　
ｋ
ｍ

(2
)

(4
)

(3
)

市
区
町
村
名

運
送
予
定
者
名

運
行
系
統
名
等

（申
請
番
号
）

系
統

キ
ロ
程

事
業
者
未
定

(1
)
北
谷
町
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

バ
ス

北
谷

町

北
谷
町

(5
)

日
回

復
　
　
　
ｋ
ｍ

往
　
　
　
ｋ
ｍ

復
　
　
　
ｋ
ｍ

②

往
　
　
　
ｋ
ｍ

復
　
　
　
ｋ
ｍ

運
行
系
統

地
域
内
フ
ィ
ー
ダ
ー
系
統
の
基
準
適
合

（別
表
７
・別
表
９
・別
表
１
０
）

往
　
　
　
ｋ
ｍ

復
　
　
　
ｋ
ｍ

往
　
　
　
ｋ
ｍ

計
画

運
行

日
数

計
画

運
行

回
数

利 便 増 進 特 例 措 置

3
1
0
日

1
1
1
6
0
回

区
域
運
行

②
（
１
）

桑
江
バ
ス
停
で
補
助
対
象

地
域
間
幹
線
系
統
で
あ
る

名
護
西
空
港
線
と
接
続

運 送 継 続 特 例 措 置
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表１＿添付書類 系統図、接続要件を満たしていることがわかる書類

(1)北谷町コミュニティバス

桑江バス停で、補助対象地域間幹線系統
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資料４－５

表５　地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要

（単位：人）

　交通不便地域等の内訳

（１）記載要領

１．

２．

３．

４．

５．

６．

（２）添付書類
１． 「人口集中地区以外の地区」及び「交通不便地域等」の区分が分かる地図を添付すること。
（ただし、全域が交通不便地域等となる場合には省略可）

市区町村名 北谷町

人　口

人口集中地区以外 7,760

交通不便地域等 28,201

人　口 対象地区 根拠法

28,201 北谷町 沖縄振興法

　地域公共交通計画、地域公共交通利便増進実施計画、地域旅客運送サービス継続実施計画の策定
年月日及び特例適用開始年度

計画名 策定年月日 特例適用開始年度

北谷町地域公共交通計画 令和5年3月31日

「交通不便地域等」の欄は、地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（以
下、「交付要綱」という。）の別表７（ハ②（１））に記載のある過疎地域の人口、交付要
綱別表７（ハ②（２）（実施要領の２．（１）⑪））に基づき地方運輸局長等が指定する交通
不便地域の人口及び交付要綱別表７リに基づき地方運輸局長等が認める地域の合計
（重複する場合を除く）を記載すること。

「対象地区」の欄には、当該市町村の一部が交付要綱別表７（ハ②（１））に掲げる法律
（根拠法）に基づき地域指定されている場合に、根拠法ごとに当該区域の旧市町村名
等を記載すること。また、地方運輸局長等が指定する交通不便地域等が存在する場
合には、該当する区域名を記載すること。

「根拠法」の欄は、交通不便地域を地方運輸局長等が指定した場合は、「局長指定」と
記載すること。また、乗用タクシー以外での輸送が著しく困難であるものとして地方運
輸局長等が認めた場合は、「局長指定（乗用）」と記載すること。

「特例適用開始年度」の欄は、地域公共交通利便増進実施計画又は地域旅客運送
サービス継続実施計画を策定し、特例を適用する場合に記載すること。

人口は最新の国勢調査結果を基に記載すること。ただし、地方運輸局長等が指定する
交通不便地域の場合は、申請する年度の前年度の３月末現在の住民基本台帳を基に
記載すること。

「人口集中地区以外」の欄は、国勢調査結果により設定された人口集中地区に該当し
ない地区の人口を記載すること。
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資料５－１ 

令和５年９月までの準備期間と、令和５年 10 月から実施する条件付き本格運行について、ミー

ティングポイントを１箇所追加し、以下の運行計画（案）とする。 

 今回追記・見直した事項は、赤字下線記載。 

■運行計画（案） 

項 目 ～R5.9 R5.10～ 

（１）運行形態 
現在の車両によるデマンド

型運行【車両定員：12人】 

ワンボックス車両によるデ

マンド型運行【車両定員：10

人未満】 

（２）運行台数 ２台 ２台 

（３）運行エリア 
北谷町全域によるミーティ

ングポイント形式 
同左 

（４）ミーティングポイント 66 箇所の停留所 

北谷団地・砂辺・パークゴル

フ場の３箇所に新たなポイ

ントを増設し、69 箇所の停留

所 

（５）利用対象者 北谷町在住の方及び来訪者 同左 

（６）運行日 
毎日運行（12 月 30 日～1 月

3日を除く。） 

平日・土曜日のみ運行（12 月

30 日～1月 3日、及び慰霊の

日を運休とする。） 

（７）運行時間帯 午前８時から午後６時まで 同左 

（８）予約時間帯 午前８時から午後６時まで 

電話：同左 

Web：24 時間（採用システム

による） 

（９）予約方法 電話予約のみ 電話予約及び Web 予約 

（10）基本運賃 200 円 300 円 

  

14



資料５－１ 

（11）運賃割引制度 

割引対象者は以下とし、100

円で利用可能 

※未就学児は無料（ただし、

保護者が同乗する場合に

限る） 

割引対象者は以下とし、150

円で利用可能 

※１歳以上小学生未満は２

人目までを無料とし、３人

目からは割引運賃とする。

１歳未満は無料とする。

（ただし、小学生未満は保

護者が同乗する場合に限

る） 

■割引対象者 

①65 歳以上の高齢者の方 

②障害者手帳・療育手帳所持者の方 

③上記の介助者の方 

④運転免許証自主返納者の方 

⑤小学生以下の方 

（12）回数券 

100 円券 11 枚綴り 1,000 円 

200 円券 11 枚綴り 2,000 円 

150 円券 11 枚綴り 1,500 円 

300 円券 11 枚綴り 3,000 円 

※100 円券及び 200 円券の使

用は認めるものとする。 
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砂辺駐機場 バス停

砂辺区公民館 バス停

砂辺馬場公園 バス停

距離 290m

距離 290m

北谷町パークゴルフ場 バス停

距離 210m

バス停新設案

16

資料５－２

バス停新設箇所



北谷町パークゴルフ場 バス停

設置箇所

17

資料５－２



北谷町役場 バス停

奈留川西公園 バス停

JAおきなわ北谷支店 バス停

桑江交差点 バス停

桑江 バス停

移設

距離 260m

距離 215m

距離 170m

距離 215m

距離 320m

バス停移設案
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バス停移設箇所



桑江 バス停

設置箇所
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桑江交差点 バス停

重量100㎏程度
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